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※自主財源とは町が自主的に調達できる財源のことです。
自主財源の割合が高ければ高いほど、国や県に依存してお
らず、より自主的で安定した財政運営ができます。
　平成26年度当初予算における自主財源の割合は57.5％で、
平成25年度当初予算から3.6ポイント低下しました。これは、
国・県支出金の増のほか、町債の借入れが増加したためです。
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地方消費税交付金など 
  5億2,838万円（3.8％） 

町債（借入金） 
10億7,010万円（7.7％） 

国・県支出金 
23億9,889万円 
（17.1％） 

地方交付税 
19億5,000万円 
（13.9％） 

使用料、手数料など 
7億1,642万円（5.1％） 

繰入金 
28億125万円 
（20.0％） 

町　税 

45億3,496万円 
（32.4％） 

個人町民税 
法人町民税 
固定資産税 
軽自動車税 
市町村たばこ税 
入湯税 

自
主
財
源 

57.5％ 

依
存
財
源 

42.5％ 

　

町
の
各
種
事
業
を
行
う
た
め
の
平
成　

年
度
予
算
が
決
ま
り
ま
し
た
。

２６

　

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
事
業
の
実
施
に
よ
り
、
過
去
最
大
規
模

の
当
初
予
算
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

町
で
は
、
施
政
方
針
に
掲
げ
る
主
要
事
業
の
と
お
り
、
震
災
か
ら
の
復
興
事

業
を
最
優
先
事
業
に
位
置
付
け
な
が
ら
、
各
種
防
災
対
策
事
業
を
は
じ
め
、
少

子
高
齢
化
に
伴
う
各
種
事
業
や
公
共
施
設
の
老
朽
化
に
伴
う
修
繕
事
業
、
雇
用

対
策
事
業
、
さ
ら
に
は
道
路
整
備
事
業
な
ど
、
町
民
の
み
な
さ
ま
の
安
全
・
安

心
を
確
保
す
る
諸
施
策
に
予
算
の
重
点
配
分
を
行
っ
て
い
ま
す
。
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（単位：万円） 

一般会計当初予算の推移 

で
す

予
算

平成26
年度総額　140億円

　

総
額
は
、
１
４
０
億
円
と
な
り
、
前

年
度
か
ら　

・
５
％
（　

億
７
’０
０
０

１４

１７

万
円
）
の
大
幅
な
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
大
き
な
要
因
は
、
町
税
の
増
の

ほ
か
、
震
災
か
ら
の
復
興
事
業
の
実
施

に
伴
う
国
庫
支
出
金
、
繰
入
金
の
増
加

に
よ
る
も
の
で
す
。

　

国
庫
支
出
金
は
、
浜
田
・
須
賀
地
区
の

高
潮
・
津
波
対
策
事
業
に
よ
り
、
前
年
度

か
ら　

・
２
％
（
５
億
５
’８
６
０
万
円
）

６１

の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

地
方
交
付
税
は
、
復
旧
・
復
興
事
業
の

実
施
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
総
額

で
は
前
年
度
か
ら　

・
０
％
（
２
億
４
’

１４

０
０
０
万
円
）
の
増
を
見
込
ん
で
い
ま

す
が
、
普
通
交
付
税
は
町
税
等
の
増
収

に
よ
り
、
前
年
度
か
ら　

・
７
％
（
１

１６

億
５
’０
０
０
万
円
）
の
減
を
見
込
ん
で

い
ま
す
。

　

繰
入
金
は
、
国
か
ら
交
付
さ
れ
た
交

付
金　

億
２
’３
６
５
万
円
を
復
興
交

２０

付
金
基
金
か
ら
繰
り
入
れ
る
と
と
も
に
、

財
源
不
足
を
補
う
た
め
財
政
調
整
基
金

か
ら
、
６
億
６
’９
０
０
万
円
を
繰
り
入

れ
る
た
め
、
前
年
度
か
ら　

・
９
％（
３
億

１４

６
’２
３
３
万
円
）の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

町
債
は
、
大
規
模
な
道
路
整
備
事
業

や
小
・
中
学
校
施
設
整
備
事
業
に
よ
り
、

　

・
２
％
（
４
億
４
’８
５
０
万
円
）
の

７２増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

地
方
消
費
税
交
付
金
に
つ
い
て
は
、

４
月
か
ら
の
消
費
税
率
の
改
正
に
よ
り
、

　

・
９
％
（
５
’０
０
０
万
円
）
の
増
を

１７見
込
ん
で
お
り
ま
す
。
な
お
、
税
率
改

正
に
伴
う
増
加
分
に
つ
い
て
は
、
児
童

福
祉
費
に
充
て
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

町
税
は
、
復
興
財
源
を
確
保
す
る
た

め
の
臨
時
特
例
措
置
に
よ
り
、
平
成　
２６

年
度
か
ら
個
人
住
民
税
の
均
等
割
の
標

準
税
率
が
引
上
げ
ら
れ
る
こ
と
に
よ
る

増
の
ほ
か
、
土
地
・
家
屋
に
係
る
固
定
資

産
税
の
増
、
市
町
村
た
ば
こ
税
の
増
を

見
込
み
、
町
税
全
体
で
前
年
度
か
ら
５
・

０
％
（
２
億
１
’５
６
９
万
円
）
の
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。

歳
入



7 Pub l i c Re l a t i o n s No . 465

公　債　費総　務　費
（復興関連事業含む）

民　生　費

36,767円112,379円90,411円

衛　生　費農林水産業費教　育　費

18,747円22,344円48,317円

議会費・労働費など消　防　費土　木　費

14,834円

議会費、労働
費、災害復旧
費、商工費、
予備費

11,578円32,693円

歳　出 
目的別経費 
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性質別経費 

積立金・出資金・貸付金など 
2億1,602万円（1.5%） 

繰出金 
8億826万円（5.8%） 

公債費 
（借入金返済費用） 
13億2,641万円 
（9.5％） 

普通建設事業費 
災害復旧費 
44億4,419万円 
（31.7％） 

維持補修費 
補　助　費 
14億9,788万円 
（10.7％） 

物件費 
19億2,136万円 
（13.8％） 

扶助費 
19億674万円 
（13.6％） 

人件費 
18億7,914万円 
(13.4％） 

民生費 
32億6,168万円 
（23.3％） 

教育費 
17億4,307万円 
（12.4％） 

公債費 
（借入金返済費用） 
13億2,641万円 
（9.5％） 

総務費 
40億5,419万円 
（29.0％） 

土木費 
11億7,943万円（8.4％） 

農林水産業費 
8億609万円（5.8％） 

衛生費 
6億7,632万円（4.8％） 

消防費 
4億1,767万円（3.0％） 

議会費・労働費、災害復旧費など 
5億3,514万円（3.8％） 

消
費
的
経
費 

51.5％ 

そ
の
他
の
経
費 
16.8％ 

投
資
的
経
費 

31.7％ 

利府町一般会計　

▽問い合わせ先
　財務課　財政班　�（767）2116　�（767）2102

　

主
な
事
業
に
つ
い
て
は
、
施
政
方
針
（
３
、
４
、
５
ペ
ー
ジ
）
の
内
容

の
と
お
り
で
す
が
、
予
算
上
の
大
き
な
も
の
と
し
て
は
農
林
水
産
業
費
で
、

高
潮
・
津
波
対
策
と
し
て
実
施
す
る
浜
田
地
区
の
防
潮
堤
整
備
事
業
、
須

賀
地
区
の
水
門
整
備
事
業
に
よ
り
、
前
年
度
か
ら
１
７
５
・
８
％
（
５
億

１
’３
８
４
万
円
）
の
大
幅
な
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

復
興
関
連
経
費
を
含
ん
だ
総
務
費
は
、
浜
田
・
須
賀
地
区
の
災
害
時
に

お
け
る
避
難
路
や
避
難
所
の
整
備
、
さ
ら
に
は
、
水
路
改
修
や
排
水
対
策

事
業
に
よ
り
、　

・
６
％
（
３
億
８
’７
６
３
万
円
）
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

１０

　

土
木
費
は
、
新
た
な
道
路
交
通
体
系
の
構
築
を
図
る
た
め
の
町
道
新
砂

押
迎
東
浦
線
整
備
事
業
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
か
ら　

・
５
％
（
５
億
１
’

７６

１
１
９
万
円
）
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

教
育
費
は
、
防
災
対
策
事
業
と
し
て
大
規
模
災
害
時
に
お
け
る
電
力
の

供
給
停
止
に
対
応
し
た
太
陽
光
発
電
装
置
と
蓄
電
池
設
備
を
４
つ
の
小
学

校
へ
整
備
す
る
た
め
、
前
年
度
か
ら　

・
１
％
（
４
億
３
’３
１
７
万
円
）
の

３３

増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
も
限
ら
れ
た
財
源
を
有
効
か
つ
効
果
的
に
活
用
し
、
町
民
の
み

な
さ
ま
の
生
活
に
密
着
し
た
事
業
を
展
開
し
ま
す
。

歳
出

町民一人あたりの行政経費（一般会計）
平成26年２月28日現在人口　36,076人

388,070円

11億3,169万円収　益　的（収入）

10億0,232万円　　〃　　（支出）

548万円資　本　的（収入）

5億8,808万円　　〃　　（支出）

■水道事業会計

予算額会計名

29億5,242万円国民健康保険特別会計

17億0,110万円介 護 保 険 特 別 会 計

2億3,420万円後期高齢者医療特別会計

9億5,198万円下 水 道 特 別 会 計

1,158万円町 営 墓 地 特 別 会 計

■特別会計　予算総額　58億5,128万円
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